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指定管理者制度活用事業 総括評価シート 

評価年月日：令和５年７月２１日 

評 価 者：川崎市こども未来局民間活用事業者選定評価委員会 

１．業務概要 

施設名 こども文化センター麻生区第４グループ 

【内訳】 

こども文化センター わくわくプラザ 

片平こども文化センター 

片平小学校わくわくプラザ 

栗木台小学校わくわくプラザ 

はるひ野小学校わくわくプラザ 

岡上こども文化センター 岡上小学校わくわくプラザ 
 

指定期間 平成３１年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

業務の概要 こども文化センター等の管理運営 

指定管理者 名称 ：ＮＰＯ法人児童育成会コッコロ 

代表者：理事長 菅原 敬子 

住所 ：川崎市麻生区岡上１丁目１番 19 号 

所管課 こども未来局青少年支援室（内線：43331） 

２．「評価の視点」に基づく事業期間全体の評価 

 評価項目 事業実施状況等 

1 市民や利用者に十分な量

及び質のサービスを提供

できたか。 

【事業実績】 

 こども文化センター、わくわくプラザ事業等に係る業務、施設の維持管理に関する業務その他

の業務を指定管理仕様書に定められた適切な職員配置等のもと適正に実施した。 

当指定期間においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２月以降、休館・

休室を含む施設使用やイベントの制限、利用自粛要請等を行いながらの運営を余儀なくされ、感

染防止対策を実施しながら段階的にイベント等を再開したが、こども文化センターの利用者数は

大きく減少する結果となった。 

 
 こども文化センター わくわくプラザ 

R2.2～４ イベントの自粛 やむを得ない事情がある家庭等のみを対象 

R2.4～５ 

緊急事態宣言① 

休館 ※ふれあい館は継続（福祉課題対応） エッセンシャルワーカー等のみを対象 

R2.6～R3.1 利用制限（閉館 20:30・飲食調理・音楽室・

団体利用、遊具貸出など）・イベント制限 

やむを得ない事情がある家庭等のみを対象 

利用制限（飲食調理、遊具貸出など） 

イベント制限 R3.1～３ 

緊急事態宣言② 

利用制限（閉館 20:00・飲食調理・音楽室・

団体利用、遊具貸出など）・イベント制限 

R3.3～4 利用制限（閉館 20:30・飲食調理・音楽室・

団体利用、遊具貸出など）・イベント制限 

R3.4～９ 

まん防重点措置① 

緊急事態宣言③ 

利用制限・飲食調理・音楽室・団体利用、遊具

貸出など）・イベント制限 

R3.10 ～R4.1 利用制限・飲食調理・音楽室・団体利用、遊具

貸出など）・イベント制限 R4.1～３ 

まん防重点措置② 

R4.３～１１ 

R4.11～ 通常運営 通常運営（R4.12～） 

 

・各年度における特筆すべき取組（麻生区第４グループ） 

平成 31（令和元）年度から令和 4 年度までを通じて、懇談会や意見箱、日常のコミュニケー

ションによって子どもや保護者の率直な声を聞きとともに、子どもや保護者の悩みや相談の窓口

として巡回相談員を設置して今後の対応を検討するなど、子ども達のこころに寄り添う仕組みに

より運営を行った。新型コロナウイルス感染症の感染拡大が始まり、使用制限等が最も強かった

令和 2 年度は、 感染症対策のため、接触や対面での交流を避けながら保護者や学校、地域団体

との連携等を維持したが、新しい生活様式を踏まえた工夫を欠く部分がありイベント等の再開の

遅れが見られた。令和 3 年度は、岡上こども文化センターでは、コロナで２年間中止していた、

「子育て母親クラブ」を再開し、もったいないを合言葉にシェアするバザーを実施したくさんの

衣類品等を集めた。また、片平小学校わくわくわくプラザでは、「わくリンピック」を開催し、

子どもたちを中心に行事の企画や準備を行うことで自主性を養い、岡上小学校わくわくプラザで

は、中央大学の学生ボランティアとオンライン交流ゲームを実施して多世間の交流を図った。ま

た、栗木台小学校わくわくプラザでは、受付時に名前札を渡して自分の机やブースに掲示させる

ことで、不用意な移動の抑止とコロナ禍での居場所の特定に役立てる工夫を行うなどを行った。

令和 4 年度は、岡上こども文化センターでは、コロナ禍で 3 年間中止していた合同遠足（新江

ノ島水族館）を感染状況をみながら再開し、各学校の状況の情報交換等を通じて６施設間の交流

を行った。各わくわくプラザでは、重度の障がいがある子どもについて、学校、関係機関とのケ

ース会議を設定し、医師・看護師・学校担任・理学療法士・保護者・館長・わくわくプラザの担

当が一体となって対応を学び、臨時職員とも共有しながら特性と状況に応じた対応を行い、はる

ひ野小わくわくプラザでは、利用児童が多く、保護者への連絡を行き届かせることを目的として、

衣類の汚れ、帰宅時間、活動中のケガ・体調不良などのお知らせを、「お知らせ・お願いカード」



に予め記載して渡す取組を行い、時間短縮と保護者への状況の連絡事項の充実を図る工夫を行う

など、全体として良質なサービスを提供した。 

 

こども文化センター延べ利用者数（人） 
 H17 H3０ H31 R２ R３ R4 

片平 15,387 34,649 30,347 14,412 19,280 24,362 

岡上 9,790 22,247 19,499 9,629 11,552 12,169 

G 計 25,177 56,896 49,846 24,041 30,832 36,531 

 

わくわくプラザ延べ利用者数（人） 
 H17 H3０ H31 R２ R３ R4 

片平 13,810 18,295 17,916 10,952 11,397 13,320 

栗木台 12,875 23,412 18,307 13,380 13,673 13,414 

はるひ野 － 26,002 25,119 13,550 14,036 18,515 

岡上 9,175 8,294 6,059 3,672 4,426 6,411 

G 計 35,860 76,003 67,401 41,554 43,532 51,660 

 

【評価】 

 麻生区第４グループのこども文化センターの利用者数は、令和４年度は 36,531 人で、指定

管理者制度導入前の平成 17 年度の 25,177 人と比べて 11,354 人の減少となっている。一方、

わくわくプラザの利用者数は、令和４年度は 51,660 人で、指定管理者制度導入前の平成 17 年

度の 35,860 人と比べて 15,800 人の増加となっているが、令和２年２月以降、利用者数はそ

れぞれ大きく減少しており、オンラインを活用したイベントの企画・開催など、新しい生活様式

を踏まえた運営を行い、回復傾向にあるもののコロナ禍前の水準には至っていない。 

 

2 当初の事業目的を達成す

ることができたか。 

 

【事業目的】 

（こども文化センター） 

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進するとともに情操を豊かにし、もって児童の健全

な育成を図ること。 

（わくわくプラザ） 

 全ての児童が通い慣れている小学校施設を活用し、生活の場としてやすらげる時間と空間を確

保するとともに、地域の人々との関わりを求め、心から遊び等を楽しみ、児童も大人も共に生き、

共に育ち合う場を創ることにより、豊かな生活体験を通して、生きる力、創造性豊かな心、共感

する心を育むように支援すること。 

【評価】 

 指定期間当初は、事業計画どおりに多世代交流をはじめとする地域交流の促進や地域団体等を

活用した多様なプログラムを実施したが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、外出自粛

や団体活動が休止される中、対面での会話や接触を伴う交流を制限する必要もあり、イベントの

中止や延期を余儀なくされ、特にわくわくプラザにおいては、学校との情報連携を密に、陽性者

や濃厚接触者が発生した場合は、感染拡大のリスクを考慮し、休室や利用自粛、業務継続のため

のシフトの組替等の対応を行いながら運営を継続した。 

このような対応から、事業目的を予定どおりに達成することはできなかったが、基本的な感染

症対策の実施とイベントの態様変更、交流の仕方の工夫などを行いながら、子どもの居場所を確

保し、コロナ禍ならではの遊び方や交流をもって児童の健全育成を図っており、コロナ禍におい

ても、子ども運営会議等を定期的に開催し、子どもの意見を施設の運営やイベント等に取り入れ

るとともに、子どもが主体的に参加できる工夫を行いながら、自主性や協調性、創造性を育める

様々な取組を実施している。また、運営協議会委員の協力や老人いこいの家をはじめとする近隣

施設との連携、参加者同士の交流の促進する工夫などを取り入れることなどにより、多世代交流

をはじめとする地域交流を促進した。 

令和 4 年度からは、段階的な制限の解除とともに、学校や行政機関、地域団体等との連携を再

開し、地域性を踏まえた新たな連携のあり方を模索することより、新たな地域連携・交流の促進

につながる取組を積極的に行い、地域との関りを強めた児童の健全育成を行っている。 

 

3 特に安全・安心の面で問

題はなかったか。 

 

【安全・安心に関する取組】 

 指定管理仕様書に定められた安全・衛生管理や災害対応等のマニュアルを整備し、施設・設備

の点検を定期的に実施し、必要に応じた改修等を実施している。また、職員会議やスタッフミー

ティング等において事例検討の場を設けることにより、職員の資質向上に努めているほか、課題

のある子どもなど、個別の状況に応じた対応についても職員間で対応方法等の確認と認識の共有

に努めている。 

【評価】 

 安全・衛生管理や災害対応等のマニュアルを整備し、職員への周知が図られているほか、受講

した研修の内容等についても施設職員全体での共有が図られている。 

事故等が発生した場合においても、迅速かつ適切な対応が行われており、保護者等の苦情等に

つながる事例はほとんどなかったことから、利用者の安全・安心は概ね確保されていると考えら

れる。 

 

4 
 

更なるサービス向上のた

めに、どういった課題や

改善策があるか。 

【サービス向上の取組・課題】 

 各年度におけるモニタリング・年度評価の結果、指定管理者は、市主催の研修に参加するとと

もに、外部研修への参加や他施設の見学、特別な配慮を要する利用者への対応など独自の研修を

実施し、専門性や接遇・サービスの向上を図っている。また、利用者満足度調査や自己点検の結

果等をもとに、セルフモニタリングを行って運営改善に取り組んでおり、指定管理業務は概ね適

正に実施されている。 

しかし、近年は、核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く

子育て家庭、いじめ、虐待、貧困などの事情を抱える子どもも少なくなく、今後は、こういった

様々な事情を抱える子どもを包摂的に受け入れられる環境づくりが求められている。 

こういった環境づくりは、こども文化センターだけで整備できるものではなく、地域との関り

の中で築き上げていく必要があると考えており、地域性を踏まえて、多様な地域の団体や活動と



の積極的な連携によって地域としての機能強化を図り、福祉的な課題を含めた様々な事情に対応

できる職員や地域人材の育成を図ることによって、子どもを主体とした包摂的な環境づくりを進

めていく必要がある。 

【評価】 

こども文化センターが、子どもを見守り育てる安心・安全な居場所であるとともに、子どもが

地域共生社会を構成する一員として、地域に関わりを持って育つことのできる環境づくりと福祉

的な課題を持つ子どもに対して相談・援助できる体制づくりが大切であることから、学校や行政、

地域の団体や個人が連携しながら、子どもを主体とする地域の人と人のつながりづくりを進めて

いくことが重要である。そのためには、利用者をはじめとする地域のニーズを的確に把握し、そ

れに応えられる職員や地域人材の育成、地域活動の支援に努めていくこと。また、引き続き新型

コロナウイルスの感染状況に応じた対策を講じるとともに、令和６年度から義務化される安全計

画等の策定や当該計画に従った安全点検、職員・利用者の指導、職員の研修・訓練の実施など、

より一層の管理の徹底を図っていくこと。 

 

５ 非公募更新のための条件

を満たしているか 

（該当施設のみ） 

 

３．これまでの事業に対する検証 

 検証項目 検証結果 

１ 所管課による適切なマネ

ジメントは行われたか。 

 

【所管課によるマネジメント状況】 

・モニタリング（中間期）、年度評価の実施（年１回） 

・定期的な報告書の内容確認（四半期ごと） 

・青少年施設指定管理者等連絡調整会議の実施（年１～２回） 

・電話連絡、相談・指導、現地確認の実施（随時） 

【評価】 

 事業報告書等に基づく管理運営状況の確認のほか、適宜、管理運営事業の実施に際しての相

談・指導、事故や苦情等の発生時における対応・指導その他施設の適正な管理運営に必要な調整・

協議・指導等を実施した。 

２ 制度活用による効果はあ

ったか。 

 

【制度活用による効果】 

（サービス面） 

指定管理者制度の導入により、地域団体等を活用した多様なプログラムを実施など、指定管理

者の持つ民間のノウハウを活用した事業を実施しており、こども文化センター及びわくわくプラ

ザを同一の法人が運営することにより、地域の人材や資源のネットワークを共有し、合同イベン

トの企画・開催や地域会議等への参画など、地域のつながりづくりを一体的に行うことができて

いる。 

（コスト面） 

市が支出する施設運営経費については、平成１7 年度と令和４年度年度を比較すると、作業報

酬下限額の上昇（作業報酬下限額 H23：893 円→R4:1,086 円）、キャリアアップ処遇改善事

業等（国庫補助対象）導入により、指定管理料は全体として増加している。 

しかし、作業報酬下限額の上昇分を除く基本委託料については、利用者数が約 11％増加

（H17：1,102,009 人→R4：1,227,125 人）しているのに対して、約１０％の増加に抑え

られている。 
（単位：千円、単位未満四捨五入） 

 H17 H3０ H31 R２ R３ R4 

基本委託料 2,910,032 3,018,745 2,975,430 3,036,110 3,103,075 3,199,889 

追加委託料 － 111,655 292,474 325,013 337,654 432,642 

補償金等 － － 29,43１ △56,196 49,504 48,427 

計 2,910,032 3,130,400 3,297,33６ 3,304,928 3,490,234 3,６80,959 

※指定管理者導入前の平成１７年度は、ふれあい館・桜本こども文化センターを除く、全てのこども文化センターを一括で委託

をしており、単館での経費は算出できないため、ふれあい館・桜本こども文化センターを除く、全てのこども文化センターの経

費を比較した。 

 

3 当該事業について、業務

範囲・実施方法、経費等

で見直すべき点はないか 

こども文化センターが、子どもを見守り育てる安心・安全な居場所となるよう、学校や行政機

関、地域団体等が連携して、子どもを主体とする地域の人と人のつながりづくりを進める必要が

ある。そのため、子ども運営会議等で把握した子どもの意見を施設の運営やイベント等に取り入

れ、子どもの自主性や協調性を育むための地域団体等を活用した多様なプログラムを実施し、多

世代交流をはじめとする地域交流を図っているが、更なるサービス向上のため課題に対応してい

くためには、施設外での活動も重要となるため、教育委員会事務局が行う学校施設の校庭開放時

の連携強化を図る。より一層の職員の資質向上と地域の人材や資源の活用を図るとともに、福祉

的な課題に対応した事例の共有化が必要である。 

なお、こども文化センターとわくわくプラザを一体で、かつ、地域性等を勘案したグループ単

位で運営することにより、職員の配置や共通の業務等において、柔軟かつ効率的な運営を行うこ

とができており、新型コロナウイルス感染症の感染拡大期においては、わくわくプラザの職員に

陽性者及び濃厚接触者があった場合には、こども文化センターから職員を補充して、休室を最小

限にとどめることができるなど、グループ単位での運営はメリットが多い。グループについては、

地域の資源や特性を生かし、多様な団体や個人との連携・活用による施設運営を図っていく必要

があることから、こども文化センターとわくわくプラザのグループについて、地域教育会議との

連携強化を図るため設定を見直す必要がある。 

 

４ 指定管理者制度以外の制

度を活用する余地はない

か 

 当該施設の管理運営については、指定管理者制度の導入以降、地域団体等を活用した多様なプ

ログラムの実施など、指定管理者の持つ民間のノウハウを活用した事業を実施しており、子ども

運営会議等のほか、日常のコミュニケーションの中から子どもの声を聴いて、施設運営やイベン

ト等に反映し、複雑化・多様化している福祉的な課題を持つ子どもの相談・援助等にも対応して

いくには、引き続き指定管理者制度を活用することが適当である。 



４．今後の事業運営方針について 

当該施設は平成 18 年度から指定管理者制度を導入しており、平成 31 年度からの指定期間については、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けて、地域における団体活動が長期的に休止したことにより、解散する団体や活動内容

を変更した団体が見られるなど、地域の団体やその連携の構図は大きく変化していると考えられる。 

こども文化センター・わくわくプラザの運営については、段階的な制限の解除とともに、学校や行政機関、地域団

体等との連携を再開し、地域性を踏まえた新たな連携のあり方を模索しているが、地域が一体となって子どもを主体

とする地域の人と人のつながりづくりを進めていくことが重要であることから、今後においても、新たな地域連携・

交流の促進につながる取組を積極的に行い、地域との関りを強めた児童の健全育成を図っていく。また、子どもが居

場所に求めるニーズは多様化しており、子どもを見守り・支える地域の居場所づくりが求められていることから、子

どもの意見を反映した居場所機能の充実を図るとともに、利用のない児童や発現しにくい意見の把握、子どもを主体

としたインクルーシブな環境づくりとソーシャルワーク機能の充実、地域コミュニティーへの参画と地域資源の活用

といった課題と向き合い、施設運営の見直しと改善を図っていく。さらに、市が進める放課後等の子どもの居場所づ

くりや学校施設の有効活用など子どもに関する施策の推進に向けた取組との整合性を図りながら、市の施策を踏まえ

た見直しなどへの、柔軟な対応を検討していくこと。  


